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1. 背景と目的 

バイオマスタウンとは、バイオマスの発生から利用まで

効率的なプロセスで結ぶ総合的な利活用システムが構築

された地域、またはこれから行われることが見込まれる地

域である。2006 年３月に閣議決定された新たな「バイオ

マス・ニッポン総合戦略」では、2010 年度末までに 300

地区程度のバイオマスタウンの構築が目標となっている。

近畿地域では 2009 年７月末現在、205 市町村のうち、バ

イオマスタウン構想公表市町村は 14 市町に留まっており、

構想策定の推進を加速化させていかなければならない状

況である。 

本稿は、農林水産省補助事業「平成 20 年度環境バイオ

マス総合対策推進事業（近畿地域事業）」の実地調査にお

いて実施した市町村アンケート調査や市町村窓口でのヒ

アリングの結果より、近畿地域におけるバイオマスタウン

構想の策定促進に向けた主な課題と今後の展開方策を考

察したものである。 

2. 実地調査の概要 

(1) 実地調査の手順 

平成 20 年度環境バイオマス総合対策推進事業（近畿地

域事業）の実地調査の手順は、図-１のとおりである。 

近畿地方２府４県の市町村におけるバイオマス利活
用の取組意向などの把握と、賦存量調査の対象市町
村の抽出を目的とした調査。

市町村アンケート調査より抽出した複数市町村を対
象に、文献調査・ヒアリングで市町村内のバイオマ
スの賦存量・利用量を推定する調査。結果は、市町
村に提供して庁内でのバイオマス利活用を検討する
際の資料とする。

平成19･20年度実地調査済みの47市町村を対象に生活
廃棄物系・農畜産物系・林産系の３区分で類型化を
行い、類型ごとに利活用モデルを提示。

賦存量調査の実施地区よりバイオマスタウン構想策
定に前向きな市町村を対象に、庁内協議用のバイオ
マスタウン構想（案）を策定し提供。

 
図－1 実地調査の手順 

(2) 市町村アンケート調査 

  市町村アンケートの概要は以下のとおりである。 

1)配布対象者：市町村長、2)配布数：バイオマスタウン

構想策定済み市町村を除く 192、3)配布回収方法：郵送、

4)実施日：平成 20 年９月 12 日配布 ９月 26 日回収、5)

回収率：63.5％（回収 122／配布 192）、6)質問事項：①バ

イオマス・ニッポンの関心度、②まちづくりにおけるバイ

オマスの位置づけ、③バイオマス利活用事業の取組予定、

④バイオマスタウン構想策定の意向、⑤市町村における担

当部署、7)結果：主な結果を次に示す。 

 今後バイオマス利活用事業を「予定していない」市

町村が 52と約４割を占めている。 

 
 
 
 
 
 
図－2 バイオマス利活用事業の取組予定(122 市町村) 

 バイオマスタウン構想策定を「当面は策定を考えて

いない」市町村が 90と約 7割を占めている。 

 
 
 
 
 
 

図－3 バイオマスタウン構想策の意向(122 市町村) 

(3) 市町村窓口でのヒアリング 

 実地調査における市町村窓口でのヒアリングから、バイ

オマスタウン構想の策定に向けた課題と今後の展開方向

に参考となる主な意見を以下に整理する 

（生活系バイオマス） 

 生ごみ・家庭用廃食用油など可燃ごみに含まれるバ

イオマスの分別収集と利活用が今後の課題。 

 下水汚泥の処理費用がかかっている。汚泥の利活用

が今後の課題。 

 一般廃棄物や下水汚泥は広域で取り組んでいるた

め、その利活用には、関係市町村との調整が必要。 

（林産系バイオマス） 

 林業振興と林地残材の利活用が将来的な課題。 
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 林産系バイオマスだけでは採算にあわない。 

 林産系バイオマスの利活用として、公有林をモデル

に取組を考えている。 

（全体的） 

 域内にバイオマス資源がほとんどない。 

 バイオマス利用は課題と考えるが、緊急に取り組む

予定はない。 

 まず何から取り組んでいったらよいかアドバイス

がほしい。 

 地球温暖化防止の方面から、バイオマス利活用は今

後必要。 

 環境や観光などと結びつけたような提案がほしい。 

 その他ヒアリング調査を実施して気づいた課題は以下

のとおりである。 

（市町村の検討体制） 

 バイオマス利活用を検討する部署横断のしくみが

ないところがある。また、積極的に窓口になろうと

いう部署は少ないように思われる。 

（先進事例の整理） 

 先進地事例の資料（導入のインセンティブ、コスト、

推進体制など）が必要である。 

3. バイオマスタウン構想の策定促進に向けた

主な課題と今後の展開方向の考察 

実地調査の結果より、近畿地域におけるバイオマスタウ

ン構想の策定促進に向けた主な課題と今後の展開方向は、

以下の７点と考えられる。 

1) 市町村における検討体制の構築：バイオマスの総合

利活用をめざしたバイオマスタウン構想の策定には関係

部署が連携した検討体制が不可欠である。しかし、市町村

窓口でのヒアリングより大半の市町村は、バイオマス利活

用について関係部署が集まって協議したことがないこと

がわかった。このため、市町村アンケート調査で把握した

窓口部署へ常に情報を提供するとともに、専門家を派遣し、

関係部署を集めた検討会など開催して、まず庁内における

検討体制の構築を促す必要がある。 

2) バイオマス利活用が市町村の主要プロジェクト位置

づけられるように提案：市町村アンケート調査において、

今後バイオマス利活用事業を「予定していない」市町村が

52 と約４割、バイオマスタウン構想策定を「当面は策定

を考えていない」市町村が 90 と約 7 割を占めている。こ

れは、現時点で多くの市町村においてバイオマスマス利活

用が主要なプロジェクトとして位置づけられていないこ

とを示すものと思われる。主要プロジェクトにバイオマス

利活用が位置づけられて、はじめて検討体制をつくりバイ

オマスタウン構想の策定という展開になる。また、ヒアリ

ング調査でも「環境や観光を結びつけたような提案がほし

い。」という意見があった。このため、循環型社会形成や

地球温暖化防止、低炭素社会づくり、地域産業（農林業・

観光業など）の活性化など、市町村の主要プロジェクトと

バイオマス利活用がリンクするような提案が必要である。 

3) バイオマス利活用の段階的な展開方法の提示：バイ

オマスタウン構想は、利活用率の目標について廃棄物系バ

イオマス 90％以上、または、未利用バイオマス 40％以上

を活用するという公表基準がある。この目標の実現に向け

て、実際には段階的に利活用を推進していく。ヒアリング

調査においても「まず何から取組んでいったらよいかアド

バイスがほしい。」という意見が多数寄せられた。このた

め、地域の特徴を反映した段階的な展開のシナリオを提示

することが必要である。特に第１段階としては、現在市町

村自身が既に取り扱っている一般廃棄物や、家畜排せつ物

法・食品リサイクル法などで対処しなければならないバイ

オマスの利活用方法を提示するのが有効と思われる。 

4) バイオマスの種別ごとの先進地事例の整理：ヒアリ

ング調査では賦存量調査結果をもとに市町村における今

後のバイオマス利活用を討議した。その際、利用できそう

なバイオマスの種類と量を勘案して、個人的な知見で先進

地事例を紹介して討議を活発化させた。この経験から、バ

イオマスの種類ごとに先進地事例を整理し提供すること

が必要と認識した。市町村担当者は、先進地事例として、

きっかけ、イニシャル・ランニングコスト、効果、推進体

制、現時点における課題などを求めている。 

5)バイオマスタウン構想策定市町村の知見の把握・提

供：近畿地域では既に 14 市町においてバイオマスタウン

構想が公表されている。この市町の知見を後続する市町村

に伝えることが大切である。14 市町の担当者から構想策

定のきっかけや構想策定までの手順、効果、留意点など未

策定市町村が参考になる情報を聞取りとりまとめ、情報を

提供することが必要と考える。 

6)バイオマスタウンアドバイザーの有効活用：近畿地域

には社団法人日本有機資源協会（JORA）が認定する 14 名

（平成 21 年２月現在）のバイオマスタウンアドバイザー

がいる。タウンアドバイザーは、バイオマスタウン構築を

推進するため、バイオマス利活用に関して、さまざまなバ

イオマスの生産・収集、変換、利用方法へのアドバイスや、

多方面にわたる関係者をコーディネートができる人材で

ある。利活用の推進にはアドバイザーの更なる活用が有効

である。 

7) 広域連携の模索：賦存量が少ない市町村や広域で一

般家庭ごみや下水汚泥を処理している市町村では、単独で

のバイオマス利活用が困難な状況がある。このため広域連

携による検討も必要である。 


